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青色申告を行っている方には、価格低下、盗難等も対象となる

収入保険をお勧めいたします!



冬芽の生⾧停止期（前年１２月頃）から一番茶の収穫期（４～５月頃）ま
でです。

※収穫は適期に刈り取ることをいい、圃場から搬出したものについては補償の対象外です。

一番茶の栽培面積が５㌃以上 かつ 生産量及び生産金額の把握が出来る
生産者がご加入いただけます。

※生産量等の把握には、荒茶工場の出荷資料または青色申告の決算資料が３か年分以上必要です。
※生産金額は、加工料等を控除した後の生産者の手取り金額です。

加入の申込期限は、前年１１月１５日まで。

凍霜害（遅霜）、寒干害（青枯れ）、雪害など気象上の原因による全て
の自然災害、火災、鳥獣害及び病虫害が補償の対象です。

※肥培管理の粗放、農薬の誤散布による薬害、車両などの飛込みによる損害、街路灯や看板な
どによる生育不良などは補償の対象外です。

※市場原理に伴う価格の低下、自己都合（怪我や病気を含む）による摘採の遅延・未出荷、
荒茶工場・運送業者等による損害なども補償の対象外です。

被害発生時には、ご連絡をお願いします。
NOSAIによる共済事故の現場確認が無い場合は、共済金は支払われません。

茶共済（災害収入共済方式）

最近５か年のうち中庸３か年の生産金額の平均（基準生産金額）に、加入
者選択の付保割合（３～８割）を乗じて共済金額を算定します。

※栽培面積（引受面積）に変更がある場合は、面積の増減に応じて共済金額も増減します。
※実績が５か年未満３か年以上の場合は、その期間の平均を基に算定します。

共済金額 × 危険段階別共済掛金率 × ４５% ＝ 共済掛金（掛捨て）
農家ごとの過去の被害率に応じた掛金率 ５５%は国が負担

※新規加入時には、県平均の掛金率（令和５～７年産4.809% ）が適用されます。
※共済掛金のほかに、事務費賦課金がかかります。

責任期間中に発生した共済事故により、収穫量が基準収穫量を下回り
かつ 生産金額が基準生産金額の８割（共済限度額）を下回った場合に
共済金が支払われます。
（ 共済限度額 － 生産金額 ） × 共済金額 ÷ 共済限度額 ＝ 支払共済金

※基準収穫量は、基準生産金額と同様の方法で算定された平年の収穫量です。
※収穫量が基準収穫量を上回った場合 または 生産金額が基準生産金額の８割を上回った場
合は、共済金は支払われません。

※共済金の支払時期は、荒茶工場の出荷資料による加入の場合は当年１１月頃、青色申告の決
算資料による加入の場合は翌年３月の確定申告後です。



１月１日から１２月３１日までの１年間（法人は事業年度の１年間）です。
継続加入２年目以降は、作付期（冬芽の生⾧停止期）から補償の対象です。

※収穫後も１２月末まで保険期間となり、保険期間内の倉庫保管中の事故等も補償の対象です。

青色申告を行っている生産者（個人・法人）がご加入いただけます。
経営体ごとの加入になり、栽培して販売する全ての品目が対象です。

※品目ごとの補償ではなく、経営体としての補償です。
※農業共済（茶共済）、ナラシ対策、野菜価格安定制度等との重複加入は原則、出来ません。

加入の申込期限は、前年１２月末日まで。（法人は事業年度開始月の前月末日まで）

自然災害や価格の低下だけでなく、農業者の経営努力では避けられない
幅広い収入減少が補償の対象です。

被害発生時には、ご連絡をお願いします。

収 入 保 険

最近５か年の販売金額の平均（基準収入）に、加入者選択の補償限度・幅
（５～９割）及び支払率（５～９割）を乗じて補償金額を算定します。

※営農計画に基づく見込みの収入金額のほうが低い場合は、その金額が基準収入になります。
※営農規模の拡大、収入の上昇傾向がある場合は、特例により基準収入の上方修正が出来ます。

補償金額（保険方式部分） × 危険段階別保険料率 × ５０% ＝ 保険料（掛捨て）
農家ごとの過去の被害率に応じた保険料率 ５０%は国が負担

補償金額（積立方式部分） × ２５% ＝ 積立金（掛捨てでは無い預け金）
７５%は国が負担

※新規加入時には、全国平均の保険料率（令和４～６年産2.460%）が適用されます。
※保険料・積立金のほかに、事務費がかかります。

保険期間に発生した対象となる収入減少の事由により、販売金額が基準
収入の９割を下回った場合に保険金が支払われます。

（ 基準収入の９割 － 販売金額 ） × 支払率 ＝ 支払保険金
※一部の品目で大きな減収があっても、他の品目の増収等により、経営体としての販売金額が
基準収入の９割以上（収入減少が１割未満）の場合は、保険金は支払われません。

※保険金の支払時期は、翌年３月の確定申告後になります。
※保険金の受け取りが見込まれる場合は、無利子のつなぎ融資（保険金の一部前払い）を受け
ることが出来ます。




